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①医療連携体制加算の見直し 

 

【留意事項】 

医療連携体制加算 

①略 

② 医療連携体制加算(Ⅰ)ハの体制について、利用者の状態の判断や、認知症対応型共同生活介護事業所

の介護従業者に対し医療面からの適切な指導、援助を行うことが必要であることから、看護師の確保を

要することとしており、准看護師では本加算は認められない。 

また、看護師の確保については、同一法人の他の施設に勤務する看護師を活用する場合は、当該認知症

対応型共同生活介護事業所の職員と他の事業所の職員を併任する職員として確保することも可能である。 

③ 医療連携体制加算(Ⅰ)イ、(Ⅰ)ロ、(Ⅰ)ハの体制をとっている事業所が行うべき具体的なサービスと

しては、 

・利用者に対する日常的な健康管理 

・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治医）との連絡・調整 

・看取りに関する指針の整備 

等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時間を確保することが必要である。 

④ 医療連携体制加算(Ⅰ)ロの体制については、事業所の職員として看護師又は准看護師を常勤換算方法

により１名以上配置することとしているが、当該看護職員が准看護師のみの体制である場合には、病院、

診療所又は訪問看護ステーションの看護師との連携を要することとしている。 

⑤ 医療連携体制加算(Ⅱ)を算定する事業所においては、③のサービス提供に加えて、協力医療機関等と
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の連携を確保しつつ、医療ニーズを有する利用者が、可能な限り認知症対応型共同生活介護事業所で療

養生活を継続できるように必要な支援を行うことが求められる。 

加算の算定に当たっては、施設基準第34号ニの⑵に規定する利用者による利用実績（短期利用認知症対

応型共同生活介護を利用する者を含む。）があり、当該利用者が療養生活を送るために必要な支援を行

っていることを要件としている。 

イ 同号ニの⑵の㈠に規定する「喀痰吸引を実施している状態」とは、認知症対応型共同生活介護の利

用中に喀痰吸引を要する利用者に対して、実際に喀痰吸引を実施している状態である。 

ロ 同号ニの⑵の㈡に規定する「呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態」については、当該

月において１週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼吸を行っていること。 

ハ 同号ニの⑵の㈢に規定する「中心静脈注射を実施している状態」については、中心静脈注射により

薬剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄養以外に栄養維持が困難な利用者であること。 

ニ 同号ニの⑵の㈣に規定する「人工腎臓を実施している状態」については、当該月において人工腎臓

を実施しているものであること。 

ホ 同号ニの⑵の㈤に規定する「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施してい

る状態」については、重症不整脈発作を繰り返す状態、収縮期血圧90mmHg以下が持続する状態又は酸

素吸入を行っても動脈血酸素飽和度90％以下の状態で常時、心電図、血圧又は動脈血酸素飽和度のい

ずれかを含むモニタリングを行っていること。 

ヘ 同号ニの⑵の㈥に規定する「人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態」については、当該

利用者に対して、人工膀胱又は人工肛門に係る皮膚の炎症等に対するケアを行った場合であること。 

ト 同号ニの⑵の㈦に規定する「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態」とは、経口摂取が

困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用者に対して、経腸栄養を行っている状態であること。 

チ 同号ニの⑵の㈧に規定する「褥瘡に対する治療を実施している状態」については、以下のいずれか

の分類に該当し、かつ、当該褥瘡に対して必要な処置を行った場合に限ること。 

第一度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧迫を取り除いても消失しない（皮膚の損傷はない） 

第二度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水疱、浅いくぼみとして表れるもの）がある 

第三度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及ぶ。深いくぼみとして表れ、隣接組織まで及んで

いることもあれば、及んでいないこともある 

第四度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が露出している 

リ 同号ニの⑵の㈨に規定する「気管切開が行われている状態」については、気管切開が行われている

利用者について、気管切開に係るケアを行った場合であること。 

ヌ 同号ニの⑵の㈩に規定する「留置カテーテルを使用している状態」については、留置カテーテルが

挿入されている利用者に対して、留置カテーテルに係る観察、管理、ケアを行った場合であること。 

ル 同号ニの⑵の(十一)に規定する「インスリン注射を実施している状態」については、認知症対応型

共同生活介護の利用中にインスリン注射によりインスリンを補う必要がある利用者に対して、実際に

インスリン注射を実施している状態である。 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.１）問 148～問 150 参照 
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②協力医療機関との定期的な会議の実施 

 

【留意事項】 

協力医療機関連携加算 

① 本加算は、高齢者施設等と協力医療機関との実効性のある連携体制を構築する観点から、入居者の急

変時等に備えた関係者間の平時からの連携を強化するため、入居者の病歴等の情報共有や急変時等にお

ける対応の確認等を行う会議を定期的に開催することを評価するものである。 

② 会議では、特に協力医療機関に対して診療の求めを行うこととなる可能性が高い入居者や新規入居者

を中心に情報共有や対応の確認等を行うこととし、毎回の会議において必ずしも入居者全員について詳

細な病状等を共有しないこととしても差し支えない。 

③ 協力医療機関が指定地域密着型サービス基準第127条第２項第１号及び第２号に規定する要件を満た

している場合には⑴の100単位、それ以外の場合には⑵の40単位を加算する。⑴について、複数の医療機

関を協力医療機関として定めることにより当該要件を満たす場合には、それぞれの医療機関と会議を行

う必要がある。⑴を算定する場合において、指定地域密着型サービス基準第127条第３項に規定する届出

として当該要件を満たす医療機関の情報を市町村長に届け出ていない場合には、速やかに届け出ること。 

④ 「会議を定期的に開催」とは、概ね３月に１回以上開催されている必要がある。ただし、電子的シス

テムにより当該協力医療機関において、当該事業所の入居者の情報が随時確認できる体制が確保されて

いる場合には、概ね６月に1回以上開催することで差し支えないこととする。なお、協力医療機関へ診療

の求めを行う可能性の高い入居者がいる場合においては、より高い頻度で情報共有等を行う会議を実施

することが望ましい。 
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⑤ 会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。

以下同じ。）を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シ

ステムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

⑥ 本加算における会議は、指定地域密着型サービス基準第127条第３項に規定する、入居者の病状が急変

した場合の対応の確認と一体的に行うこととしても差し支えない。 

⑦ 看護職員は、前回の情報提供日から次回の情報提供日までの間において、指定地域密着型サービス基

準第122条に基づき、利用者ごとに健康の状況について随時記録すること。 

⑧ 会議の開催状況については、その概要を記録しなければならない。 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.１）問 127、問 151～問 152 参照 

 令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.3）問 3参照 

 令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.7）問 1参照 

 

③入院時等の医療機関への情報提供 

 

【留意事項】 

退居時情報提供加算について 

① 入居者が退所退居して医療機関に入院する場合、当該医療機関に対して、入居者を紹介するに当たっ

ては、別紙様式９の文書に必要な事項を記載の上、当該医療機関に交付するとともに、交付した文書の

写しを介護記録等に添付すること。 
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② 入居者が医療機関に入院後、当該医療機関を退院し、同一月に再度当該医療機関に入院する場合には、

本加算は算定できない。 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.１）問 153 参照 

 令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.2）問 18 参照 

 令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.3）問 2参照 

 

④高齢者施設等における感染症対応力の向上 

 

【留意事項】 

高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ)について 

① 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ)は、高齢者施設等における平時からの感染対策の実施や、感染症

発生時に感染者の対応を行う医療機関との連携体制を評価するものであること。 

② 高齢者施設等において感染対策を担当する者が、医療機関等が行う院内感染対策に関する研修又は訓

練に少なくとも１年に1回以上参加し、指導及び助言を受けること。院内感染対策に関する研修又は訓練

については、診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第１医科診療報酬点数表の区

分番号Ａ２３４－２に規定する感染対策向上加算（以下、感染対策向上加算という。）又は医科診療報

酬点数表の区分番号Ａ０００に掲げる初診料の注11及び再診料の注15に規定する外来感染対策向上加算

に係る届出を行った医療機関が実施する院内感染対策に関するカンファレンスや職員向けに実施する院

内感染対策に関する研修、地域の医師会が定期的に主催する院内感染対策に関するカンファレンスを対

象とする。 
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③ 指定地域密着型サービス基準第108条により準用する第33条第２項に基づき、介護職員その他の従業員

に対して実施する感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練の内容について、上記の医療機

関等における研修又は訓練の内容を含めたものとすること。 

④ 指定地域密着型サービス基準第105条第４項において、指定認知症対応型共同生活介護事業所は、入居

者が新興感染症に感染した際に、感染者の診療等を行う第二種協定指定医療機関と連携し、新興感染症

発生時等における対応を取り決めるよう努めることとしており、加算の算定に当たっては、第二種協定

指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保していること。新興感染症発生

時等の対応としては、感染発生時等における相談、感染者の診療、入院の要否の判断等が求められるこ

とから、本加算における連携の対象となる第二種協定指定医療機関は診療所、病院に限る。なお、第二

種協定指定医療機関である薬局や訪問看護ステーションとの連携を行うことを妨げるものではない。 

⑤ 季節性インフルエンザやノロウイルス感染症、新型コロナウイルス感染症など特に高齢者施設等にお

いて流行を起こしやすい感染症について、協力医療機関等と連携し、感染した入所者に対して適切に医

療が提供される体制が構築されていること。特に新型コロナウイルス感染症については、「高齢者施設

等における医療機関との連携体制等にかかる調査の結果について（令和５年12月７日付事務連絡）」の

とおり新型コロナウイルス感染症の対応を行う医療機関との連携状況等を調査しており、引き続き感染

者の対応が可能な医療機関との連携体制を確保していること。 

高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ)について 

① 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ)は、感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、少なく

とも３年に１回以上、事業所内で感染者が発生した場合の感染制御等に係る実地指導を受けている場合

に、月１回算定するもの。 

② 実地指導については、感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関において設置された感染制御チ

ームの専任の医師又は看護師等が行うことが想定される。 

③ 指定地域密着型サービス基準第108条により準用する第33条第２項に基づき、介護職員その他の従業員

に対して実施する感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練の内容について、上記の医療機

関による実地指導の内容を含めたものとすること。 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.１）問128～問133参照 
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⑤施設内療養を行う高齢者施設等への対応 

 

【留意事項】 

新興感染症等施設療養費 

① 新興感染症等施設療養費は、新興感染症のパンデミック発生時等において、事業所内で感染した高齢

者に対して必要な医療やケアを提供する観点や、感染拡大に伴う病床ひっ迫を避ける観点から、必要な

感染対策や医療機関との連携体制を確保した上で感染した高齢者の療養を施設内で行うことを評価する

ものである。 

② 対象の感染症については、今後のパンデミック発生時等に必要に応じて厚生労働大臣が指定する。令

和６年４月時点においては、指定している感染症はない。 

③ 適切な感染対策とは、手洗いや個人防護具の着用等の標準予防策（スタンダード・プリコーション）

の徹底、ゾーニング、コホーティング、感染者以外の入所者も含めた健康観察等を指し、具体的な感染

対策の方法については、「介護現場における感染対策の手引き（第３版）」を参考とすること。 

⑥新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携 
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⑦平時からの認知症の行動・心理症状の予防、早期対応の推進 

 

認知症チームケア推進加算に関する実施上の留意事項等について（厚生労働省通知令和 6

年 3月 18 日付） 

第１ 認知症チームケア推進加算に関する基本的な考え方 

（１）認知症ケアについては、認知症である入所者または入居者（以下「入所者等」という。）の尊厳を

保持した適切な介護を提供することが、その目指すべき方向性である。入所者等に日頃から適切な介護

が提供されることにより、BPSD の出現を予防し、出現時にも早期対応し重症化を防ぐことが可能となる。 

（２）本加算は、上記の目指すべき方向性を実現するため、配置要件になっている者が中心となった複

数人の介護職員等から構成するチーム（以下、「チーム」という）を組んだうえで、日頃から認知症の入

所者等に対して適切な介護を提供し、それにより、BPSD の予防及び出現時の早期対応に資するチームケ

アを実施していることを評価するものである。 

（３）チームは、本加算の対象者である入所者等個人に対し計画的に BPSD の評価指標を用いて評価を

実施し、その評価の結果に基づき、チームケアの計画を作成・実施すること。計画の作成にあたっては、

評価の結果と整合性が取れた計画を、個々の入所者等の状態に応じて個別に作成することとし、画一的

な計画とならないよう留意すること。また、ケアにおいて入所者等の尊厳が十分保持されるよう留意す

ること。 

（４）チームは、ケアの質の向上を図る観点から、チームケアを実施するにあたっては、対象者 1 人に

つき月 1 回以上の定期的なカンファレンスを開催し、BPSD を含めて個々の入所者等の状態を評価し、
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ケア計画策定、ケアの振り返り、状態の再評価、計画の見直し等を行うこと。なお、入所者等の状態の

評価、ケア方針、実施したケアの振り返り等は別紙様式の「認知症チームケア推進加算・ワークシート」

及び介護記録等に詳細に記録すること。その他、日々のケアの場面で心身の状態や環境等の変化が生じ

たとき等は、その都度カンファレンスを開催し、再評価、ケア方針の見直し等を行うこと。 

第２ 加算対象者 

本加算の対象者である「周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症の者」とは、日常生

活自立度のランクⅡ、Ⅲ、Ⅳ又はＭに該当する入所者等を指す。 

第３ 加算要件 

（１）認知症チームケア推進加算(Ⅰ) 

認知症チームケア推進加算(Ⅰ)の要件にある「認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の早期対応（以

下「予防等」という。）に資する認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者又は認知症の行

動・心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の予防等に

資するケアプログラムを含んだ研修を修了している者」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施につ

いて」及び「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指導者養成

研修」を修了し、かつ、認知症チームケア推進研修（認知症である入所者等の尊厳を保持した適切な介

護、BPSD の出現・重症化を予防するケアの基本的考え方を理解し、チームケアを実践することを目的と

した研修をいう。以下同じ。）を修了した者を指す。 

（２）認知症チームケア推進加算(Ⅱ) 

認知症チームケア推進加算(Ⅱ)の要件にある「認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護に

係る専門的な研修を修了している者」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」及び「認知

症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護実践リーダー研修」を修了し、

かつ、認知症チームケア推進研修を修了した者を指す。 

第４ その他 

加算の対象となる入所者等の人数に応じ、一人の研修を修了した者が全てのチームに対応することが困

難と考えられる場合は、複数の者が研修を修了することが望ましい。 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.2）問 1～問 10 参照 

 令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.6）問 4～問 6 参照 

令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.9）参照 
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⑧科学的介護推進体制加算の見直し 
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※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.7） 
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⑨介護職員の処遇改善 

 

※厚生労働省 HP 介護職員等処遇改善加算等に関するＱ＆Ａ参照 
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⑩利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の設置の義務付け 
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⑪介護ロボットやＩＣＴ等のテクノロジーの活用促進 

 

 

【厚生労働省通知】 

・生産性向上推進体制加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例等の提示

について（令和６年３月 15 日策定、令和６年３月 29 日一部改正）参照 

・生産性向上に先進的に取り組む特定施設等の人員配置基準の見直しに関する通知（令和

６年３月 15 日策定、令和６年３月 29 日一部改正）参照 
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※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.5）問 12 参照 

 

⑫夜間支援体制加算の見直し 

 

【留意事項】 

夜間支援体制加算について 

① 認知症対応型共同生活介護事業所の１の共同生活住居につき、夜間及び深夜の時間帯を通じて１の介

護従業者を配置している場合に、それに加えて常勤換算方法で１以上の介護従業者又は１以上の宿直勤

務に当たる者を配置した場合に算定するものとする。 

② 施設基準第32号イの⑷のただし書きに規定する見守り機器（利用者がベッドから離れようとしている

状態又は離れたことを感知できるセンサーであり、当該センサーから得られた情報を外部通信機能によ

り職員に通報できる利用者の見守りに資する機器をいう。以下同じ。）を使用する場合における基準に

ついては、必要となる介護従業者の数が0.9を加えた数以上である場合においては、次の要件を満たすこ

ととする。 

ａ 利用者の10分の１以上の数の見守り機器を設置すること。 

ｂ 「利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための

委員会」は、３月に１回以上行うこととする。「利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職

員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会」は、テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情

報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイド

ライン」等を遵守すること。 
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③ 全ての開所日において、夜間及び深夜の時間帯の体制が人員配置基準を上回っているものとする。 

 

⑬外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し 

 

 


